
　例えば、避難勧告・避難指示の発令は、それ自体行政の権限であり役割ではあるが、発令の判断に
おいては、実際には、地域住民からの情報提供が大きな役割を果たしたという声がきかれた。限られ
た行政のマンパワーからすれば、情報収集において各地域の住民の果たす役割は大きい。
　自助のエリアでみるならば、自主防災組織が典型的なものとなろう。しかし、これも住民任せでよ
いというわけでは決してない。後に述べるように、香川県は全国でも自主防災組織の組織率が低い。
これに行政がどのような取組をすべきかが今後問われることとなる。
　行政・住民の役割が交錯するエリアとしては、避難所の確保問題などがあげられる。民間施設の利
用については、費用負担の問題などから行政が動きづらいところもあり、自主防災組織が、直接に交
渉するというケースが少なからずみられるようになってきている。他方、行政サイドにおいては、学
校や社会福祉施設など公的な施設の利用についての検討・交渉が進められており、一種の役割分担の
ようなものが進行している。実際、県下においては、行政から民間施設への働きかけの動きは鈍く、
行政の対応も総じて消極的である。
　しかし、避難所の絶対的不足は明らかであり（震災を想定すればなおさらである）、配置の適正等
も考慮し、費用負担等の問題も含め民間施設に対する行政としての積極的な対応も検討されるべきで
あろうと思われる。
　以上のように、公助・共助・自助といっても、現実の災害に直面した場合、行政と住民が相互に連
携する場面が多い。また、大規模災害に対しては、行政・住民の総力をもって対処する必要があり、
役割分担というよりも、両者の協働体制をいかに構築するか、そこにおいて行政の責任を考えていく
という観点が重要であろうと考えられる。以下、このような視点から、現在残されている問題点をい
くつか検討してみよう。

3.　ハザードマップ
　今回、的確な避難勧告・指示ができなかった原因として精確なハザードマップの欠如が指摘されて
いる。
　避難経路や安全な避難場所等を示したハザードマップの作成は急務の課題であり、防災体制を構築
する上での基礎となるステップといえる。県下では、土庄町のように作成から全世帯配布を完了して
いるところもあり、また、東かがわ市は2005年の夏までを目途にハザードマップの作成を予定し、さ
ぬき市ではハザードマップ作成の前段階として災害環境アセスメントを実施するなど、県下自治体に
おいても徐々に取組の進展がみられているところである。
　しかし、全体的状況をみるならば、ハザードマップの作成を、市町が主体的・積極的に推進を図る
ところと自主防災組織に委ねるところ、というように作成主体をどこに据えるかというスタンスの相
違が現れている。
　確かに、より精確なマップの作成という点では、住民参加のもと地域毎に作成するということが求
められるが、行政がこれにどのように関与するかという問題が一方で生じる。特に、自主防災組織の
みを主体とするとなると、現在の組織率といった点からみて作成の遅延等が懸念される。
　例えば、古高松地区の例であるが、この地区では、自主防災組織が積極的な活動を展開しており、
すでにマップの作成をほぼ終えられている。作成の実際においては、関係自治会で構成される自主防
災組織連合会において、消防署等からの情報などを利用し、約１カ月の期間をかけて危険箇所の確認
などを実施し、今回の経験を踏まえた危険箇所・避難経路・避難場所を示したマップが作成された。
この間の作成費用はすべて自治会もちで進められているが、しかし、全戸配布となると、その費用が
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かなりのものとなり、現在は、公民館等への備え付けにとどまっているとのことである。行政による
各種支援体制構築の必要性が痛感される。
　支援体制という点では、国や県の関与も考えられる。国のほうでも、国交省・地方整備局を通じて
市町村向けに各種災害マップの作成マニュアルの提供といった支援体制が構築されつつある。国土交
通省は、2004年12月に豪雨災害対策緊急アクションプランを公表し、これに基づき、四国地方整備局
は災害情報普及支援室を2005年１月から四国４県に設置し、自治体を対象とするハザードマップ作成
の支援を開始している。
　広域自治体である県は、ハザードマップの実際の作成とは関係が薄いように思われるが、例えば、
宮城県などは、県下各市町村の防災マップを集積し、加えて、国とは別途、独自のマップ作成マニュ
アル（洪水に関するものではあるが）を提供するといった情報支援をWEBを通じて実施している。
県においても、広域自治体なりの支援体制の構築が必要であろうと思われる。

4.　自主防災組織
　香川県の自主防災組織率は、全国平均からみても低い状況にある（全国平均で62％、香川県で
52％）。また、県下の自治体ごとにみれば組織率の差が大きく、実際にはほとんど組織されていない
地域も存在する。このような状況にあって、例えば、高松市の次期防災計画では、組織率を50％まで
高めることがうたわれている（高松市の現在の組織率は27％程度）。
　もっとも、組織率を考える点で、幾つか問題点があるかと思われる。自主防災組織を立ち上げると
なると、全くの新規の組織として構築することは困難で、実際には既存の自治体などを単位とするこ
とになるであろう。だが、自治会を単位に組織率が求められるならば、自治会非加入者の存在が問題
となる。特に、都市部における自治会の形骸化、マンションなどの増加に伴う非加入者の増加を考え
れば、個々の住民に対する災害時情報の普及等が十分に図られるか懸念される。また、自主防災組織
が存在するとしても、実際の災害時における組織の実働性については、かなり不安が残る。
　このような状況に対して、行政が上から組織化を図るという動きが考えられなくはないが、しか
し、「自主」防災組織であることとの整合性、特に、国民保護法制との絡みなどといった問題が生じ
かねない。そこで、組織といういわば面としての対応とは別に、個人に着目した「災害に強い人づく
り」という施策の展開が有効ではないかと考えらる。
　人づくりという点では、一つには、学校等における防災教育の推進が考えられる。県教育委員会で
は、今回の経験を生かすため、防災教育プログラムの活用が基本計画に盛り込まれたとのことであ
る。このような教育現場における防災教育は、学童を通じてそれぞれの家庭への情報等の波及といっ
た効果が期待でき、自主防災組織を補完する機能を果たすと考えられる。また、自主防災組織等は、
その構成者の高齢化が問題であるが、若年者の防災意識を高め、組織の活性化をもたらすという効果
も期待できるであろう。このような防災教育においては、防災教育の拠点として整備が進められてい
る県防災センターの有効活用等なども期待されるところである。
　次に、各地域における防災リーダーの育成といった施策も重要かと思われる。例えば、県では防災
情報員制度の導入を検討されているということだが、この種の、防災知識を備えた人材の育成が、地
域防災力の強化において実効性あるものとなるであろう。先に述べたように、災害発生時における情
報収集では、地域住民からの情報提供が重要な役割を果たしているが、この場合、情報の質の高さと
いうことも求められる。このような災害に強い人づくりという具体的施策としては、著名な例とし
て、高知市が実施している「防災人づくり塾」などが先進的取組として参考となるであろう。一定の
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講習を受講してもらうことにより基礎的知識を身につけてもらい、さらに修了認定を行うことによ
り、住民の参加意欲を高めるという施策となっている。

5.　各論
　以下においては、今回の災害において問題点として指摘されたものを中心に、その取組の進展状況
等をみておく。

5.1　災害時の行政機構等
　災害時の迅速な対応や平時の施策の推進という観点から、今回の災害を教訓に行政組織の見直しも
必要と考えられる。既に、高松市では昨年９月に防災対策職員を各部局に配置する対応をとり、ま
た、県は４月から防災局を新設し全庁的取組が可能となる体制整備を行うとのことである。規模の大
きな自治体においては、セクション横断的ないし統括された機構の構築が必要と考えられる。
　また、災害発生時においては緊急に組織される災害対策本部が中心的役割を果たすが、迅速な判
断・対応能力を高めるためにICS（緊急時指揮系統）の確立がなされているか検証・改善する必要が
ある。
　なお、今回の風水害でも、特に復旧段階では広域的な連携の必要性・重要性が認識された。既に本
年２月の四国四県知事会談において、災害対策での連携を強化する具体的提案がなされているが、効
果的な協同体制を実現できるシステム作りが望まれる。

5.2　情報の伝達
　今般の風水害においては、避難勧告・指示の発令や指示された具体的な避難行動の内容について多
くの問題点が指摘された。発令時期や発令範囲のあり方については具体的基準がなかった点、適切な
ハザードマップの欠如が大きな原因と考えられる。避難勧告の発令については、高松市の次期防災計
画において見直しが図られており、具体的数値による基準が定められる。新基準によれば、発令時間
は昨年度より１～２時間短縮できるとのことである。具体的な発令基準やマニュアルの整備が急務と
考えられる。
　避難勧告・避難指示の段階となると実際の風水害発生までの時間が切迫しており、短時間で適切な
対応がとれないケースが考えられる（高齢者等の災害時要援護者については特に問題）。早期の情報
としては、テレビ・ラジオ等を通じての気象情報があるが、住民に切迫感が生まれない。迅速な避難
等の行動がとれるよう、自治体からのより早期の情報提供が望まれる。内閣府における「集中豪雨時
等における情報伝達及び高齢者等の避難支援に関する検討会」で示された情報３類型などが参考とな
る。
　なお、災害発生時においては、その状況により情報伝達手段が機能不全に陥る場合がある。県が中
心に検討を進めている携帯メールでの情報提供など、情報伝達手段の複線化が必要である。また、財
政的制約もあるが、防災行政無線（同報系）など、できる限り災害に強い情報伝達手段の整備を進め
る必要がある。加えて、住民に分かりやすい情報伝達という点も重要であり、サイレン・警報など
は、その意味が予め住民に理解されていないと用をなさない。注意喚起としては機能するものである
から、他の手段との組み合わせなどが考えられる。
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5.3　災害要援護者への対応
　災害要援護者については、民生委員、社会福祉事務所などが情報を把握していると考えられるが、
今回の災害で、自治体レベルで十分な対応がなされたとは言いがたい。今後、実際に情報が把握され
ているかの検証が必要であり、また、具体的対応についてのマニュアル化・ガイドラインの作成等が
必要と考えられる。その際、地域において災害要援護者の情報を共有する場合は、プライバシーとの
兼ね合いも考慮にいれた慎重な対応が必要となる。同意方式、手上げ方式、共有情報方式などが考え
られるが、いずれも検討すべき問題点がある。

5.4　災害時ボランティア
　災害復興におけるボランティアの役割については、今回の風水害においても、その重要性が認識さ
れたところである。本年１月には、香川県災害ボランティア協議会が設立されており、その活動が期
待されるが、自治体においても受け入れ・支援体制を整備することが必要であろう。

5.5　地域防災計画の見直し、防災条例の制定
　既に高松市では震災対策に加え、風水害を想定した対策を盛り込んだ見直しが進められており、そ
の骨子が報道されている。一般的に、従来の地域防災計画は震災対策がメインであったことから、今
回明らかとなった問題点にも対応した地域防災計画の見直しが各自治体で急務である。また、地域防
災計画自体は市民に直接向けられるものではないため、防災計画の見直しにともない、市民向けの防
災マニュアル・パンフレットの作成も必要と考えられる。

5.6　市町村合併と防災体制
　市町村合併に伴い、防災体制の統合や地域防災計画の見直しなどが必要となる。さぬき市における
防災行政無線の周波数統合など個別の取組みはみられるが、一般的に市町村合併が防災体制作りの遅
延を招かないか懸念される。今後市町村合併が予定されている地域においても、防災体制の統合等に
遅れが生じないよう早期に検討を開始することが必要であろう。

【２】香川県におけるヒアリング

1.　勧告の出し方の問題点について
　避難勧告については、市町レベルでの対応であるが、県は一定の情報提供（そろそろ出すべきでは
という助言等）を行う。例えば、降水であれば砂防関係から一定の降水量で数値的に勧告を出す範囲
にあることを情報提供する。しかし、河川や今回問題となった高潮については、このような仕組みは
ない。
　高松市もそうだが、他の市町でも今回避難勧告の出し方・伝達に問題があったことは確か。原因は
「よもやあれほどの高潮が」ということに行き着いてしまう。行政も住民も「災害が少ない」という
枕詞にみられる油断が大きな原因である。
　そもそも論として避難勧告の前提として被害想定が必要である。被害想定なしに出したため、18号
は高松市では市内３分の１～４分の１程度まで出されるなど問題が生じたが、原因は、危険区域の十
分な洗い出しができていないままに避難勧告が出されたことにある。被害想定がない限り、行政とし
ては安全を見込んで広範囲・早期で避難勧告を出さざる得ない。
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　高松では今回の教訓があるので、潮位変化に応じて具体的勧告基準（この潮位でこの校区といった
設定など）が考えられているときく。河川も同様であり、氾濫区域を特定できれば、降水量等で特定
の地域に避難勧告を出せる。今回の経験は財産となる。やっと具体的避難の対策ができうる状況に
なった、といえよう。

2.　防災情報の伝達問題
　県は市町村関係機関に情報を伝達するのが役割であり、住民には市町から伝達することとなる。し
かし、昨年の経験では実際には伝わらないことが明らかとなった。例えば、広報車も浸水で走れない
状況となり、拡声器を使っても窓を閉め切っている状態では伝わらない。同報型無線など災害時に強
い情報伝達手段の確保が必要であるが、これは経費の問題がある。小規模な町では可能であるが、県
下全域となると困難であろう。市町の無線整備については、一部国の補助があるが、県からの補助は
ない。
　県としては、HP、メール、携帯での情報提供手段の確保を考えている。
　なお、避難勧告は時期を逸すると伝わらない。したがって早い時点から住民の意識を高める必要が
ある（例：１～２日前から注意喚起を行う）。また、サイレンは鳴っているが何を意味するかわから
ないという問題もある。ルールを決め、事態発生ごとに早期に確認・周知の放送等が必要である。

3.　ハザードマップについて
　県は現在津波（南海地震想定）しか公表していない。２月上旬には南海地震想定の浸水エリアの地
図を出せる予定であるので、一つのハザードモデルとして、市町村でこれをベースに個別のマップを
作ってもらいたい。
　１級河川は国のほうで全国で浸水予想図マップが出ている（香川県では土器川）。２級は都道府県
単位で氾濫予測図を出すようにとなっていたが、実際にはなされていなかった。しかし、去年の６月
新潟浸水で氾濫予測図の整備がなされていないことが問題とされ、国も、２級河川のうち重要なもの
につき氾濫予測図を早急に作成せよとの要請を各自治体に行っている。
　河川等は、市町の行政区域を越えるものであるから、県で予測図を作成して市町に情報提供しなけ
れば、市町村も科学的予想・適切な対応ができないという問題がある。市町では、県作成のデータに
基づき、避難場所・避難経路等を組み込んだより詳しいハザードマップを作成し、住民はこれをもと
に地区ごとに避難を練り上げることが必要。

4.　ハザードマップが住民に使える状態となるか？
　周知方法として、県では広報誌やHP、チラシ・パンフなどでの対応が考えられるが、それのみで
は、必ずしも周知の徹底・住民への浸透は十分に図れないであろう。自主防災組織ごとに対応が必要
となる場面である。
　県が提供するマップは十分な現地測量に基づくものではないので、各地区・自主防災組織ごとに再
検討が必要となる。地元消防団の協力など個別の協議に持ち込んで欲しい。昨年の経験では、自主防
災組織が機能したところもあるが、全体としては課題が残る部分である。

5.　民間施設の利用について
　民間施設を使うか否かは地域ごとで考えねばならない。被害の大きいところでは自治会単位で検討
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を進める、といったことが必要であろう。市町村レベルでの対応は実際には難しい問題となる。県と
しても市町等から個別の相談は受けるが、全体的な取りまとめ段階までには至っていない。

6.　災害要援護者への対応
　福祉施設を避難所として高齢者を優先的に受け入れられないかという検討が進められている。特定
疾患（県は特定疾患の医療行為について名簿をもっている）については、地域の住民がその存在を知
らないと対応ができない。そこで患者本人向けのパンフレットを作成し、患者が同意するのであれ
ば、自主防災組織に情報を公開するといった対応が考えられる。

7.　生活再建
　生活再建については、今年風水害を受けた20県のうち３県が上乗せをしていないが、香川県はその
一つ。今回のケースでは給付金の上乗せはせず、見舞金も見送る決定をした。これは今回の災害につ
いてのみの対応である。ただし、貸付枠の拡大は行った。

8.　防災基本条例について
　最近作られた埼玉、愛知、三重、岐阜あたりを参考に検討を進めている（古くからは静岡、東京）。
しかし、ほとんどが地震対策中心であるため、香川県では風水害被害についても盛り込みたい。

【３】高松市におけるヒアリング

1.　ハード面での対応について
　春日川については国の激震災害に指定されており、今後５年間は優先的な財政措置が受けられるこ
とになっている。これに基づき、未改修部分を重点的に護岸工事等を実施していく。
　繁華街での雨水・排水対策も検討されている（現在20mmまでの冠水対応能力を40mmまで引き上
げる）。

2.　ハザードマップについて
　地域コミュニティ・自主防災組織が中心となり、昨年度の経験等を生かして、ハザードマップを作
成し地域住民に周知させるということで対応を考えている。例えば古高松地区では既に自主防災組織
によって作成されている。高松市が独自にハザードマップを作成することは、現在のところ考えてい
ない。市は、作成において情報提供といった形で支援していく。

3.　情報の伝達について
　現在、自主防災組織や地域コミュニティ（各種支所・出張所・公民館等）への電話連絡網を整備し
ており、これにより緊急時の連絡を円滑に行えるようにする。また、これらの単位から市が情報を取
得できるようにする。携帯電話等を使ったメルマガによる情報伝達（避難指示や勧告等）を検討中で
ある。これについては、県が主導して行う動きも出てきている。
　避難指示や勧告の発令のタイミングについては、昨年度の反省を生かし、地域防災計画において具
体的な発令基準を設定している。避難指示や勧告の範囲については、昨年度、校区単位での発令が無
用な箇所も含み広すぎる、という問題が指摘された。これは、細かなエリア指定の基準ができていな
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かったことが原因である。今回の地域防災計画では、エリア指定につき具体的定めはないが、自主防
災組織や地域コミュニティを中心にハザードマップを作成することで対応することになっている。

4.　伝達手段について
　昨年度の経験から、広報車による伝達がほとんど役に立たないことが判明した。同報系無線やス
ピーカーの設置を検討しているが、まだ具体化していない（予算的にも厳しい）。スピーカーによる
伝達には、実際の災害時には聞き取り難いという問題もあり、むしろ消防サイレンのほうが有効では
ないかということもある。ただし、サイレンについては、その意味を住民が理解していないという問
題がある。普段からの周知が必要となる。いずれにせよ、二重三重の対応が必要である。

5.　避難場所の確保について
　高松市内では、現在104箇所の避難場所が指定されているが、これらがすべて有効に使えるわけで
はないことが昨年度の経験から判明した（浸水地区に存在する避難場所など）。さらに、地震を想定
すると、避難場所は完全に不足している。地域防災計画では、地域毎に一時避難場所の確保に努める
こととしている。
　民間施設を一時避難場所として利用することについては、自主防災組織ごとに対応してもらい、市
が直接確保にかかわることは基本的にない。ただし、公立の学校などについては、市が覚書締結の形
で協力を求めている。また、消防局が働きかけ、ホテル・宿泊施設の協会などに協力を要請している。

6.　災害要援助者について
　民生委員や児童・福祉委員が各地域での要援護者の情報を有している。実際の災害時には、民生委
員や行政が出向いて安否の確認にあたっている。要援助者については、プライバシーの問題もある
が、みずから情報を提供してもらうように勧めている。

7.　他の機関との協力について
　香西、松島地区では、強制排水のためのポンプが必要となったが、これが足りずに国土交通省や徳
島県・愛媛県に応援を求めることとなり、対応が遅れた。
　高松市は高知市等と災害復旧における応援協定を締結しており、今回も廃棄物の処理において協力
が行われた。自衛隊については、法の手続としては県を通じて協力要請を行うことになり、実際、こ
れまでは市が直接接触することはなかった。しかし、自衛隊側も、災害時の情報把握の観点から、市
町との直接の情報交換が必要と考えている。

8.　ボランティア組織について
　１月23日に協議会が結成されており、今後、協議会が主体となってボランティア組織の整備が進め
られると考えられる。市としても組織の受け入れ体制の整備などを図る予定である。

9.　自主防災組織について
　市内で1550程度の自治会があるが、自主防災組織を有するところは360で、組織率は27％程度。組
織率は県で52～３％、全国平均で62～３％なので、高松市は低い。都市部での組織化が進んでいな
い。また、組織されているところでも、実動が伴っているとは限らない。そこで、平成19年度まで
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に、市内の組織率を50％まで引き上げることを目指している。

10.　地域防災計画について
※ヒアリング時においては見直し中であったが、今回の教訓を踏まえ、風水害に対する対応も積極的
に盛り込まれた内容となっている。
　同計画では、風水害を想定した「一般対策編」と、大地震に備えた「震災対策編」の二本立てで構
成され、震災対策に加え、今回の台風被害を受け、一般対策編においても抜本的見直しが図られてい
る。一般対策の見直しでは、自主防災組織の組織率の向上、避難勧告発令基準の明確化、危険個所の
安全対策、浸水地域での被災者の救助対策等が明文化されている。

【４】東かがわ市におけるヒアリング
　台風災害に伴う土砂処理については、当初、海岸復旧に活用する案もあったが、最終的には産業廃
棄物として処理され、事無きを得た。
　避難勧告については、避難勧告の時、すでに河川の決壊、土砂崩れなどで孤立した地区があったこ
とから、勧告の基準等を早急に決定することが求められている。　
　地域防災計画については、ある程度はできているが、公表はできないということであった。地震に
ついては県と協議中であり、見直しを予定しており、その後防災会議にかけることになっている。
　防災マップについては、つぎの検討が進められている。44カ所ある避難所のうち、１カ所が今回の
台風の被害地域にあった。本来避難所は危険を避けるための施設であり、被害地域にあっては絶対に
いけない施設である。そこで、まず186の自治会・自主防災会ごとに、その地区の防災について話し
合うことになった。これに基づき、災害弱者用等の一次避難所（民間の車庫等も含む）は行政ではな
く、自治会が指定することになった。地域住民が地域を認識し、防災に対する意識を高めるために
は、この話し合う過程が大事である。具体的には、３月～４月の自治会・自主防災会と市とで協議が
行われ、６月頃、各世帯に配布されることになっている。
　自主防災組織の強化・育成については、合併当初から自治体は取り組んでいるとのことである。合
併以前の３町時代は組織率は低かったが、その後は県からの指導もあり、現在では、自治会からの届
出は85％になっている（２月現在）。その活動の成果として、東かがわ市・東かがわ市自治会連絡協
議会が、「自主防災組織のしおりーー安心して暮らせるまちづくりのために」（25頁）を作成している。
この中では、既にある自治会・町内会等の活動の一分野として、自主防災組織が位置づけられている。
　市役所内部の防災組織については、現在の選挙・防災グループが名称変更されて、地域防災グルー
プに４月１日からなる予定になっている。
　なお、東かがわ市特有の問題として、合併による影響という問題がある。消防団についてみると、
合併前は、旧町それぞれが100人～150人の規模であったが、合併後は、400人規模の消防団になり、
白鳥五名地区１カ所にまとめて投入することができたと合併による組織強化が評価されている。しか
し、住民から市役所に連絡があった場合、行政で使っている地名と異なる旧字名を住民は使うため、
電話を受けた職員が地名がわからず、他の職員に聞かないといけないこともあったようである。

【５】さぬき市の台風災害
　地域防災計画については、２月の段階では合併したので、まだ案しかない、ということであった。
早急な策定が求められる。
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　自主防災組織については、現在組織率30％であり、2005年度に取り組む予定になっている。自治会
組織ではないが、大串のワイナリー等は自主防災組織に参加することが求められよう。
　洪水ハザードマップについては、まだ作成されていなかった。早急な作成が求められる。
　防災アセスメントを下に、今年度「防災のしおり」（避難等）が作成されることになっている。
　避難勧告・指示、避難行動についてのマニュアルは現在ないという状態であり、この点についても
早期の改善が求められる。とくに今回の台風に際しては、高齢者等災害弱者のところに行けなかった
ことはなかったが、援助が遅かったことから、高齢者等災害時要援護者の避難支援ガイドラインの策
定が求められるが、まだ手が届いていない、ということであった。これから、社会福祉協議会が65歳
以上の人に対する事業を実施しているため、社会福祉協議会が一体的に弱者対策をとるとのことであ
り、早急な具体化が期待される。
　新しい対策として、避難所の点検など防災アセスメントを実施中であった。このアセスメントに基
づく減災施策の具体化が求められる。

【６】大野原町におけるヒアリング
１　台風等の被害状況・災害復旧・支援等
（１）台風等の被害状況１

①８月17日豪雨災害（台風15号）
Ａ．人的被害

Ｂ．家屋被害

Ｃ．公共施設等被害

Ｄ．避難状況

＊１：上水道等が断水。
＊２：避難所に避難していた45歳女性と72歳女性が濁流に流され死亡している。

死者 ２人
軽傷 １人

全壊 （住家）１戸 （非住家）２戸
半壊 （住家）３戸
一部損壊 （住家）２戸
床上浸水 （住家）１戸 （非住家）１戸
床下浸水 （住家）65戸

区　　　分 推定被害額
公共土木施設関係 ２億8000万円
農水水産施設関係 ３億6914万円
農作物 3250万円
水稲 調査中
水道、公園、一廃処分場、学校 7040万円

８月17日～19日（最大時） 避難者77人
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（２）台風16号

Ａ．人的被害

Ｂ．家屋被害

Ｃ．公共施設等被害

Ｄ．避難状況

（３）台風18号

Ａ．人的被害　なし
Ｂ．家屋被害

Ｃ．避難状況

（４）台風21号

Ａ．人的被害　なし
Ｂ．家屋被害

Ｃ．避難状況

＊１：崖崩れによる道路遮断、電気電話・不通、水道断水。徳島県の防災ヘリが出動し、水・食料等
輸送、病人２人搬送。

＊２：水谷川２次災害防止のため自衛隊要請。

軽傷 １人

全壊 （非住家）６戸
半壊 （非住家）２戸
一部損壊 （住家）８戸 （非住家）19戸

区　　　分 推定被害額
農水水産施設関係 1150万円
農作物 9630万円
水稲 調査中
学校 153万円

８月30・31日（最大時） 避難者121人

全壊 （非住家）２戸
一部損壊 （住家）１戸

９月７日（最大時） 避難者47人

全壊 （住家）２戸 （非住家）３戸
半壊 （住家）２戸
一部損壊 （住家）35戸
床上浸水 （住家）２戸
床下浸水 （住家）49戸

９月29日～10月１日（最大時） 避難者335人
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（５）台風21号

Ａ．人的被害　なし
Ｂ．家屋被害

Ｃ．避難状況

２　災害復旧・支援等
（１）復旧等

　道路の復旧、住宅敷地内の断水復旧等については、自治会や大野原町の建設業組合、水道組合が協
力している。災害対策関係予算は約10億7500万円となっており、公共施設等の復旧費用も含めて国
の補助金を申請している。また、弔慰金等の支払いを行っている。これは、見舞金の形式で、184万
5000円（138件）が支出されている。

（２）支援等

　災害被害者に対する支援としては、以下のものが行われている。すなわち、災害援護資金・生活福
祉資金の貸し付け、町民税・県民税・固定資産税の減免、国民健康保険税・介護保険料の減免、国民
年金保険料・保育料等の減免、および、農業災害対策資金の利子助成等が行われている。

３　聞き取り調査の内容および今後の課題
　ここでは、聞き取り調査の内容を紹介しつつ２、今後検討すべき事項について言及する。
　第１に、災害に関する組織についてである。大野原町では、今回の災害時において、いずれも水防
本部が設置され、災害応急対策にあたっている。自主防災組織については設立の届出はあるが、今回
の災害に関しては、自治会が中心として対応したということであった。ボランティアとの連携につい
ては窓口を社会福祉協議会とすることは決まっているが、連携のあり方等については今後検討すると
いうことであった。
　大野原町の場合、自治会単位での共助の意識は強いようである。したがって、この自治会を中心と
した共助をより一層発展・充実させるようなものとすることが求められるし、ボランティアとの連携
を図る場合でも、大野原町の共助の特性に配慮したものとする必要があろう。ただ、この共助にかか
わってはなおも検討すべき法的課題があるように思われる。すなわち、災害発生直後には、被害の拡
大を防止するひとつの措置として、住民による自主的な応急対策措置が求められるところであるが、
これにどのような法的位置づけを与えるかである。たとえば、災害対策基本法は、応急対策につき、
行政組織のみでは対応できないときに、緊急の必要があると認める場合には、「当該市町村の区域内
の住民又は応急措置を実施すべき現場にある者を応急対策の業務に従事させることができる」と規定
している（65条）。同様の規定は、災害救助法、水防法および消防法等にみられるところである。こ
れらの人的公用負担や消火・人命救助義務に基づく私人の活動等に関しては、死傷に対する補償（災
害基84条１項、消防36条等）や費用の負担（災救33条２項等）などが規定されている。しかし、これ
らの個別法は、私人の自主的な応急対策については特段の規定をおいているわけではない。この点、
人的公用負担等による私人の活動については、「事実上の公務員」の理論の応用可能性がすでに指摘
されていたところであるが３、これをさらにすすめて、私人による自主的な応急対策活動についても、

床下浸水 （住家）34戸 （非住家）３戸

10月19日～21日（最大時） 避難者196人
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一定の場合には「公務性」を承認したうえで、人的公用負担等として行われた場合に準じて扱うこと
の必要性があることが指摘されているところである４。したがって、自主防災組織の整備やその機能
の充実化を図るにしても、上記の点についての問題の整理と法的吟味が必要であろう。
　このほか、組織にかかわるものとして、広域応援協定がある。都道府県レベルでは、「四国４県広
域応援に関する協定」や「中国・四国地方の災害時相互応援に関する協定」などがある。市町村レベ
ルでは、全国的には、いくつかの地方自治体が協定を締結しているようではある。大野原町は、広域
応援協定は締結していない。今後は、県や周辺市町村の応援で対応できない規模の災害が発生するこ
とも想定し、遠隔地などの応援要請先を確保するなどの広域応援協定の締結を検討することも考えら
れてよいように思われる。
　第２に、情報に関する問題である。大野原町では、オフトーク通信で避難勧告等を伝達することと
しており、これを備えているのは７割の世帯であるということであった（導入時は大野原町が費用を
負担した）。このほか情報提供・伝達の方法としては、文字放送、広報車、電話連絡を用いるという
ことであった。大野原町独自にハザードマップはまだ作成されていないということである。また、災
害時の情報収集や被害情報の把握については、住民からの電話や消防団の巡回によってこれを行って
いるということであった。
　情報提供・伝達や情報収集については、様々な状況を想定しつつより一層の多元的な措置を考慮す
る必要があるし、ハザードマップの作成やリスクコミュニケーションの実施などを含めた防災情報活
用体制や情報共有体制のより一層の整備充実が求められるように思われる。また、防災情報や災害時
の情報提供については、画一的なものとするのではなく、相手方に応じた情報提供のあり方が求めら
れよう。大野原町の場合は、自治会を中心として、リスクコミュニケーションを基礎として情報活
用・共有体制を構築することは可能であろうが５、ボランティアとの連携を考慮するのであれば、こ
れに加え、「新たな知縁的なコミュニティ」６における情報共有化についても検討されてもよいであろ
う。
　第３に、避難指示等の発令の時期についてである。これについては、警報の発令や県等からの情
報、住民からの通報（床下浸水しているなど）などを参考にしつつ、「危険があると認められる」場
合に発令し、「それが解消するまで」としているということであった。しかし、これでは、どの段階
で、勧告、指示等を発令するかについての基準が明確とは言い難いといわざるをえない。高松市で
は、今回の台風被害を踏まえ、地域防災計画で発令基準を設定しており、大野原町でもこれと同様に
発令基準を明確化する必要がある。
　このほか、避難所については、県の防災マップ上危険地域とされている場合に避難所が設置されて
いるため、避難所を見直す予定であるということであった。また、災害要援護者については、役場で
把握しており、状況に応じて役場から出向いていくということであった。
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
１　以下に示す資料は、大野原町広報に掲載されているものを基に作成した。
２　本件聞き取り調査は、２月20日に大野原町役場において行い、総務部企画課の森宗氏にご協力い
ただいた。大野原町の面積は51.69km２、人口12760人、世帯数は3,605世帯である。

３　遠藤博也『行政法Ⅱ（各論）』青林書院（1977年）95頁以下参照。
４　太田直史『災害応急対策の組織・体制の課題』公法研究61号（1999年）240頁以下参照。
５　とりわけ、リスク評価につき、専門家と住民とではリスクの認知と受容のあり方が異なるが、災
害予防や応急対策等の特性を踏まえつつ、住民のリスク判断を行政の意思決定過程に組み込んでい
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くための組織や手続のあり方を検討する必要があろう。
６　中央防災会議・防災情報の共有化に関する専門調査会「防災情報の共有化に関する専門調査報告』
（2003年７月）
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総　括

　平成16年８月から10月にかけて、度重なる台風の来襲により、香川県内各地で豪雨災害（土石流、
斜面崩壊、河川氾濫など）や高潮災害が連続して発生し、社会基盤や生活基盤が破壊され、大きな被
害をもたらしました。災害後数ヶ月が経過した今もなお、復旧作業が進まず不便な生活を強いられて
いる方も多くおられます。予想外の地域や場所に、予想外の規模で、しかも突然発生した豪雨災害に
対してなす術がなかったというのが現状です。このような予想外の大災害に対していかに対応する
か、危機管理の在り方が問われています。
　香川大学では、直ちに平成16年度台風災害調査団を結成して調査を実施し、香川県における台風災
害の実態を記録するとともに、被害のメカニズムを学際的に解明し、地域防災に活かすという観点か
ら調査研究を実施致しました。本調査団は、14の調査班（気象、高潮、土砂災害、構造物、建築、ラ
イフライン、交通、緑地、ため池、河川、地域経済、農業、公衆衛生、行政）から構成され、自然科
学の側面からだけでなく、社会的・経済的側面、ならびに公衆衛生の側面なども含めた総合的かつ学
際的な調査研究を、全学をあげて取組んで参りました。その成果を取りまとめたものが本報告書で
す。
　本報告書で取りまとめた内容は、今後発生する台風災害を軽減するための貴重な資料となるものと
考えています。しかし、文章として取りまとめた成果はこのままでは意味をなしません。本報告書が
香川県における地域防災に資するためには、国、県、市町、住民、ならびに大学が連携して、地域の
防災・減災を具現化するアクションプランを立案し、実行する必要があります。
　香川大学では、香川県の地域防災力の向上ために、今後も地域防災に関する調査研究を継続して実
施するとともに、以下に示す10の提言の実行ならびに３つの取組みの実施を、全学をあげて推進して
参る所存です。今後とも香川大学へのご支援ならびにご協力を賜りますようお願い申し上げます。
　提言 1：災害の伝承
　提言 2：災害脆弱部の調査と対策
　提言 3：防災・減災情報の提供
　提言 4：避難に関する研究
　提言 5：総合防災・減災対策の研究
　提言 6：災害復旧の法制度の研究
　提言 7：防災・減災のための土地利用の研究
　提言 8：災害情報の共有と人的ネットワークの構築
　提言 9：防災教育の推進
　提言10：被害拡大防止への協力
　取組 1：香川県の地域防災研究の拠点となる地域防災センター設立に向けた地域防災研究会の立ち

上げ
　取組 2：地域防災力向上のための住民参加による防災マップ作りの支援、出前講座、公開講座等に

よる防災教育の推進
　取組 3：災害発生時における自治体、関連団体との連携と被害の拡大防止への協力

 香川大学平成16年台風災害調査団幹事長
 香川大学工学部教授　　白　木　　渡
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資　料　集
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台風災害報告の模様

パネルディスカッションの模様

香川大学平成16年台風災害調査団速報会

日　時：平成16年11月２日（火）　13：30～16：00

場　所：香川大学研究交流棟５F　研究者交流スペース

内　容：Ⅰ．台風災害報告

　　　　　１．平成16年に四国を襲った台風災害の気象条件：森　征洋（教育学部教授）

　　　　　２．台風15、21、23号による土砂災害：長谷川修一（工学部教授）

　　　　　３．台風16号による高潮災害：末永慶寛（工学部助教授）

　　　　　４．台風23号による洪水被害：河原能久（広島大学大学院工学研究科教授）

　　　　Ⅱ．パネルディスカッション「台風災害の教訓を地域防災に活かそう」

　　　　　コーディネーター：白木　渡（工学部教授、台風災害調査団幹事長）

　　　　　パネラー：　　　　十河知史（高松市役所総務部庶務課主任主事）

　　　　　　　　　　　　　　大山保徳（大野原町役場参事）

　　　　　　　　　　　　　　河原能久（広島大学大学院工学研究科教授）

　　　　　　　　　　　　　　長谷川修一（工学部教授）

　　　　　　　　　　　　　　末永慶寛（工学部助教授）

参加者：約140名
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各班からの報告 香川大学からの提言

香川大学平成16年台風災害調査団報告会

日　時：平成17年３月17日（木）　13：30～17：00

場　所：香川県社会福祉総合センター　コミュニティホール

内　容：Ⅰ．「台風災害の被災要因と減災対策」報告

　　　　　１．2004年（平成16年）に四国を襲った台風災害の気象条件 （気象班）

　　　　　２．高潮災害の被災要因と対策 （高潮班）

　　　　　３．浸水状況と建築物の被害 （建築班）

　　　　　４．公共建築物の高潮被害と対策 （構造物班）

　　　　　５．河川の氾濫・浸水要因と対策 （河川班）

　　　　　６．平成16年台風15、21、23号による香川県内の土砂災害と被災要因と対策

 （土砂災害班）

　　　　　７．平成16年の台風による緑化樹および森林の被害について （緑地班）

　　　　Ⅱ．「台風災害の社会的影響と対策」報告

　　　　　８．平成16年台風第16号によるライフラインの被害と対策 （ライフライン班）

　　　　　９．平成16年台風による香川県内のため池・農地の被災と対策 （ため池班）

　　　　　10．農業における被害状況 （農業班）

　　　　　11．地域経済への影響と対策 （地域経済班）

　　　　　12．高潮被害と公衆衛生―健康危機管理の視点から― （公衆衛生班）

　　　　　13．各自治体の対応と法整備 （行政班）

　　　　Ⅲ．香川大学からの「香川の地域防災力の向上に向けた提言」

　　　　Ⅳ．総合討論

参加者：約160名
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新入学生への広報紙
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四国新聞　平成16年10月９日

朝日新聞　平成16年11月３日
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毎日新聞かがわ面
平成17年１月８日

毎日新聞かがわ面　平成16年12月１日
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四国新聞　平成17年３月20日
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編　集　後　記

　平成16年（2004）８月から10月にかけての香川県下での度重なる台風災害、その後（10月30日）

の新潟県中越地震災害、そして年末（12月26日）にはスマトラ沖巨大地震・インド洋巨大津波災害、

そして本年３月20日の福岡県沖地震など、自然災害の集中的発生に象徴される１年間であった。

　昨年８月から９月の台風の襲来により県下では豪雨と高潮被害が発生し、工学部教員グループは直

ちに調査活動をはじめていた。被害の予想以上の拡がりから見て多角的な調査が必要ではないか、大

学として組織的に対応すべきではないかと思いあぐねていた。そして調査活動を精力的に進めていた

教員有志の意向などを打診したうえで学長の裁定をうけて、「香川大学平成16年台風災害調査団」を

結成したのは10月７日であった。度重なる台風被害調査についての調査団の編成や活動方針などを

詰めている最中、10月20日に台風23号が襲ってきた。それまでの被害に追い討ちをかけるような甚

大な被害が目の前で発生した。時々刻々と拡大する被害の実態を、われわれ調査団は体験したわけで

ある。本報告書はこのような状況の中で行われた調査研究であることを付言しておきたい。

　これまで地域で発生した災害等に対する香川大学の組織的な取り組みとして、２つあげることがで

きる。１つは昭和51年９月の7617号台風の集中豪雨による、香川県東部や小豆島地区の被害の調査

研究に当たった「小豆島災害調査研究班」（代表者圓藤学長、２班約40名）である。もう１つは昭和

49年12月に発生した重油流出による瀬戸内海汚染に対して、中国・四国地区国立９大学の共同研究

班「重油流出による瀬戸内海東部海域の生物環境変化に関する研究」への香川大学８名の参加である。

今回の台風災害調査団は、このような組織的な対応の系譜として位置づけることができる。さらに、

平成15年10月に旧香川大学と旧香川医科大学が統合して誕生した新生香川大学が、14の調査班を学

部横断的に編成し学際的に調査研究したものあり、本報告書にはその証が明確に示されている。

　「安心・安全な質の高い生活のできる国・地域」の構築は、わが国が今後目指すべき国の、そして

地域の姿である。少子高齢化や過疎化の急激な進行、生活環境や社会システムの変化などを受けて、

自然災害の状況や災害への対応策なども時代や社会の変遷とともに動的に変貌するわけであり、地域

の大学としてこれからも取り組むべき課題は多い。

　最後に、本調査団の調査研究に当たりご協力・ご支援をいただいた行政機関、研究機関、学会関係

者や地域住民の方々に心からお礼を申し上げます。本報告書は、これらの方々と本学との協働作業の

成果であるとともに、今後の地域防災に活用されることを期待します。

 香川大学平成16年台風災害調査団副団長

 理事（学術担当）　　芳澤　宅實
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